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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第94期

第３四半期
連結累計期間

第95期
第３四半期
連結累計期間

第94期

会計期間
自　2018年４月１日
至　2018年12月31日

自　2019年４月１日
至　2019年12月31日

自　2018年４月１日
至　2019年３月31日

売上高 （百万円） 8,249 8,044 11,063

経常利益 （百万円） 1,419 1,045 1,850

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,006 778 1,312

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 998 724 1,317

純資産額 （百万円） 9,439 10,272 9,758

総資産額 （百万円） 12,314 13,002 13,022

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 420.54 325.00 548.08

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 74.5 76.8 72.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 1,028 623 1,298

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △255 △254 △312

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △304 △322 △134

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 4,071 4,491 4,451

 

回次
第94期

第３四半期
連結会計期間

第95期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2018年10月１日
至　2018年12月31日

自　2019年10月１日
至　2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 101.73 117.43

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済の動向は、米国においては、引き続き通商政策の不透明感などを背

景に企業景況感や設備投資が軟調となる一方、個人消費は鈍化したものの堅調な伸びを維持しました。

　欧州においては、個人消費は堅調ながらも外需と在庫調整による下押し圧力が続き、設備投資の勢いにも鈍化傾

向が見られ、低調な推移となりました。

　中国をはじめとする新興国経済は、中国では政府による所得税減税や地方債発行などで景気の下支えがあったも

のの、輸出や投資の落ち込みをカバーしきれず、成長の勢いが鈍化傾向にありましたが、足元では底打ちの兆しが

見られました。

　一方、日本経済においては、鉱工業生産は海外経済の減速に伴う輸出の低迷などから引き続き弱い動きとなり、

個人消費は緩やかな持ち直しが続いてはいるものの、消費税率引き上げ後は駆け込み需要の反動で消費の勢いは減

速しております。また、設備投資は高水準の企業収益を背景に堅調に推移し、国内景気は横ばい圏で推移しまし

た。

　こうした中、当社グループにおいては、オートモティブ部門では、環境改善機器である全自動フロンガス交換機

は引き続き好調を維持し、インダストリアル部門では、インキポンプや当社の主力製品であるダイアフラムポンプ

は堅調に推移しましたが、全般としては一般設備機器の売上低迷などにより低調な推移となりました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末の財政状態及び当第３四半期連結累計期間の経営成績は、以下のとおり

となりました。

 

①財政状態

　当第３四半期連結会計期間末における資産合計は13,002百万円となり、前連結会計年度末に比べ20百万円の減少

となりました。これは主に受取手形及び売掛金の減少（△263百万円）、商品及び製品の増加（262百万円）、現金

及び預金の減少（△39百万円）等によるものであります。

　負債合計は2,729百万円となり、前連結会計年度末に比べ535百万円の減少となりました。これは主に支払手形及

び買掛金の減少（△128百万円）、１年内返済予定を含めた長期借入金の減少（△125百万円）、未払法人税等の減

少（△228百万円）等によるものであります。

　純資産合計は10,272百万円となり、前連結会計年度末に比べ514百万円の増加となりました。これは主に利益剰

余金の増加（569百万円）等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は76.8％となりました。

 

②経営成績

　当第３四半期連結累計期間の連結売上高は8,044百万円（前年同期比△204百万円、2.5％減）となりました。売

上高を部門別にみますと、オートモティブ部門は2,202百万円（前年同期比△181百万円、7.6％減）、インダスト

リアル部門は4,867百万円（前年同期比△13百万円、0.3％減）となり、上記部門に属さないサービス部品や修理売

上などのその他の部門の売上高は975百万円（前年同期比△8百万円、0.9％減）となりました。

　利益面では、売上総利益は3,379百万円（前年同期比△233百万円、6.5％減）となり、営業利益は1,002百万円

（前年同期比△350百万円、25.9％減）、経常利益は1,045百万円（前年同期比△373百万円、26.3％減）となり、

親会社株主に帰属する四半期純利益は778百万円（前年同期比△228百万円、22.7％減）となりました。

　当第３四半期連結累計期間における報告セグメントの業績は次のとおりであります。

　日本における外部顧客に対する売上高は4,234百万円（前年同期比△187百万円、4.2％減）、営業利益は581百万

円（前年同期比△434百万円、42.8％減）となりました。米国における外部顧客に対する売上高は2,460百万円（前

年同期比35百万円、1.5％増）、営業利益は294百万円（前年同期比△14百万円、4.7％減）となりました。オラン

ダにおける外部顧客に対する売上高は742百万円（前年同期比5百万円、0.8％増）、営業利益は39百万円（前年同

期比30百万円、352.6％増）となりました。中国における外部顧客に対する売上高は400百万円（前年同期比△57百

万円、12.6％減）、営業利益は31百万円（前年同期比△15百万円、33.3％減）となりました。タイにおける外部顧

客に対する売上高は206百万円（前年同期比0百万円、0.0％増）、営業利益は5百万円（前年同期比△9百万円、

63.7％減）となりました。

　また、当第３四半期連結累計期間の連結売上高に占める海外売上高は4,186百万円（前年同期比23百万円、0.6％

増）で、その割合は52.0％（前年同期50.5％、1.5ポイント増）となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は4,491百万円となり、前連結会計年度末に比べ40百

万円の増加となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは623百万円の純収入（前年同期は1,028百万円の純収入）となりました。こ

れは主に法人税等の支払額548百万円等の支出要因があったものの、税金等調整前四半期純利益1,091百万円等の収

入要因があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは254百万円の純支出（前年同期は255百万円の純支出）となりました。これ

は主に定期預金の払戻による80百万円等の収入要因があったものの、有形固定資産の取得による343百万円等の支

出要因があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは322百万円の純支出（前年同期は304百万円の純支出）となりました。これ

は主に長期借入金の返済による122百万円、配当金の支払による200百万円等の支出要因があったことによるもので

あります。

 

(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(6）経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因として、市場動向、為替動向、製品品質、金利動向、投資有

価証券、設備投資計画、情報セキュリティ、災害・事故及び感染症等があります。

市場環境については、国内外の景気動向・設備投資動向に大きく影響を受ける傾向にあり、国又は地域の経済事

情による様々なリスク要因も存在し、この様な経済環境の変化は、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能

性があります。

為替動向については、外貨建ての売上、資産、負債などがあり、急激な為替レートの変動は、売上高や損益、資

産や負債などの財務諸表上の円換算により、当社グループの業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があり

ます。

製品品質については、世界で認められる品質管理基準のもと、国内外で製造及び販売を行っておりますが、将来

にわたり、全ての製品において欠陥が発生し得ないという保証はありません。製造物賠償責任については、保険に

加入しておりますが、重大な品質問題が生じた場合、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

金利動向については、金利変動リスクを抱える金融商品・負債を保有しており、想定を超えた金利の変動は、受

取利息、支払利息及び金融資産の価値に影響を与え、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

投資有価証券については、当社グループは投資有価証券を保有しており、その評価額の変動は、当社グループの

業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

設備投資計画については、成長が期待される分野に重点をおいた戦略的投資、並びに合理化及び更新のための設

備投資等を実施しておりますが、グループ事業の拡大が想定通りになされなかった場合や、カントリーリスク等国

内とは異なる環境に晒される海外事業については、減価償却負担の増加や投資回収の長期化など、当社グループの

業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

情報セキュリティについては、当社グループは、当社グループ内及び取引先等の機密情報や個人情報を有してお

ります。これらの情報について、グループ全体で管理体制を構築し、徹底した管理とセキュリティの強化、社員教

育等を行っておりますが、過失や盗難等により、これらの情報が流出あるいは改ざんされる可能性があり、万が

一、こうした事態が発生した場合には、当社の社会的信用の低下や損害賠償等の費用により、当社グループの業績

に重要な影響を及ぼす可能性があります。

災害・事故及び感染症等については、当社グループは国内外に拠点を有しており、各拠点では、不慮の自然災

害、火災等の事故や感染症発生等に対する防災、事業継続性の確保に努めておりますが、想定をはるかに超えた状

況が発生した場合、当社グループの業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

 

(7）資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの運転資金需要のうち主なものは、生産活動に必要な資金（材料・外注費及び人件費等）、営業活

動に係る販売費及び一般管理費等、新製品開発に係る研究開発費等の営業費用等によるものであります。投資活動

については、成長期待分野に重点をおいた戦略的投資、合理化及び更新のための設備投資等が主な内容でありま

す。

当第３四半期連結累計期間における設備投資等の資金については、全て自己資金によっております。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 9,600,000

計 9,600,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2019年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2020年２月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,400,000 2,400,000
東京証券取引所

市場第二部

単元株式数

100株

計 2,400,000 2,400,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2019年10月１日～

2019年12月31日
－ 2,400,000 － 600,000 － 53,746

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2019年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 5,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,390,600 23,906 －

単元未満株式 普通株式 3,700 － －

発行済株式総数  2,400,000 － －

総株主の議決権  － 23,906 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株（議決権の数12個）含まれ

ております。

 

②【自己株式等】

    2019年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ヤマダコーポレー

ション

東京都大田区南馬込

１丁目１番３号
5,700 － 5,700 0.23

計 － 5,700 － 5,700 0.23

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から2019

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、青南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,531,761 4,491,845

受取手形及び売掛金 ※２ 1,866,257 ※２ 1,603,220

商品及び製品 1,608,588 1,870,967

仕掛品 376,257 429,495

原材料及び貯蔵品 588,314 466,344

その他 140,616 204,106

貸倒引当金 △6,052 △9,537

流動資産合計 9,105,743 9,056,442

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,347,658 1,317,790

土地 1,188,105 1,186,574

その他（純額） 617,304 672,807

有形固定資産合計 3,153,068 3,177,172

無形固定資産 115,303 167,591

投資その他の資産 ※１ 648,722 ※１ 600,922

固定資産合計 3,917,094 3,945,685

資産合計 13,022,838 13,002,128

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※２ 1,404,492 ※２ 1,275,615

短期借入金 120,000 130,000

1年内返済予定の長期借入金 153,809 56,386

未払法人税等 228,688 －

賞与引当金 166,577 44,162

未払費用 189,296 190,703

その他 135,954 212,967

流動負債合計 2,398,818 1,909,835

固定負債   

長期借入金 241,980 213,641

繰延税金負債 199,120 198,059

退職給付に係る負債 275,901 269,375

役員退職慰労引当金 44,699 45,899

資産除去債務 16,869 16,566

長期未払金 32,270 32,270

その他 54,957 43,800

固定負債合計 865,797 819,613

負債合計 3,264,615 2,729,448
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 600,000 600,000

資本剰余金 58,187 58,187

利益剰余金 8,661,721 9,231,550

自己株式 △6,855 △6,855

株主資本合計 9,313,053 9,882,882

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 118,187 102,663

為替換算調整勘定 44,462 1,905

その他の包括利益累計額合計 162,649 104,568

非支配株主持分 282,519 285,228

純資産合計 9,758,222 10,272,680

負債純資産合計 13,022,838 13,002,128
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

売上高 8,249,117 8,044,830

売上原価 4,635,950 4,665,395

売上総利益 3,613,167 3,379,434

販売費及び一般管理費 ※１ 2,260,843 ※１ 2,377,338

営業利益 1,352,323 1,002,096

営業外収益   

受取利息 3,040 8,129

受取配当金 11,622 12,081

負ののれん償却額 3,668 3,668

為替差益 33,254 －

不動産賃貸料 23,765 23,297

その他 6,381 14,929

営業外収益合計 81,733 62,107

営業外費用   

支払利息 1,478 5,456

売上割引 10,019 7,790

為替差損 － 1,360

その他 3,220 3,707

営業外費用合計 14,718 18,315

経常利益 1,419,339 1,045,887

特別利益   

固定資産売却益 1,956 1,661

投資有価証券売却益 7,553 44,985

特別利益合計 9,510 46,646

特別損失   

固定資産処分損 225 1,482

特別損失合計 225 1,482

税金等調整前四半期純利益 1,428,623 1,091,052

法人税、住民税及び事業税 392,262 278,173

法人税等調整額 21,400 30,024

法人税等合計 413,663 308,198

四半期純利益 1,014,960 782,853

非支配株主に帰属する四半期純利益 8,091 4,727

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,006,868 778,125
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

四半期純利益 1,014,960 782,853

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △39,603 △15,524

為替換算調整勘定 23,281 △42,556

その他の包括利益合計 △16,321 △58,081

四半期包括利益 998,638 724,772

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 990,546 720,044

非支配株主に係る四半期包括利益 8,091 4,727
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 1,428,623 1,091,052

減価償却費 170,316 256,575

負ののれん償却額 △3,668 △3,668

固定資産売却損益（△は益） △1,731 △179

投資有価証券売却損益（△は益） － △44,985

受取利息及び受取配当金 △14,663 △20,211

支払利息 1,478 5,456

売上債権の増減額（△は増加） 235,520 255,726

たな卸資産の増減額（△は増加） △101,580 △213,634

仕入債務の増減額（△は減少） △68,190 △30,506

その他 △22,116 △138,322

小計 1,623,989 1,157,302

利息及び配当金の受取額 14,663 20,211

利息の支払額 △1,546 △5,468

法人税等の支払額 △608,607 △548,631

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,028,497 623,413

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △51,003 △8

定期預金の払戻による収入 1,501 80,238

有形固定資産の取得による支出 △195,549 △343,516

有形固定資産の売却による収入 2,020 1,863

投資有価証券の取得による支出 △1,818 －

投資有価証券の売却による収入 8,924 64,489

投資不動産の賃貸による収入 23,765 23,297

その他 △42,848 △80,400

投資活動によるキャッシュ・フロー △255,007 △254,037

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 147,000 375,000

短期借入金の返済による支出 △137,000 △365,000

長期借入れによる収入 200,000 －

長期借入金の返済による支出 △331,699 △122,901

配当金の支払額 △178,354 △200,013

非支配株主への配当金の支払額 △2,018 △2,018

その他 △2,105 △7,463

財務活動によるキャッシュ・フロー △304,177 △322,396

現金及び現金同等物に係る換算差額 △6,075 △6,664

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 463,237 40,314

現金及び現金同等物の期首残高 3,608,740 4,451,531

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 4,071,978 ※１ 4,491,845
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2019年12月31日）

投資その他の資産 12,669千円 4,439千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、

当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2019年12月31日）

受取手形 19,272千円 9,894千円

支払手形 29,068 35,341

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第３四半期連結累計期間

（自 2018年４月１日
　　至 2018年12月31日）

　当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日

　　至 2019年12月31日）

荷造・運賃 98,283千円 97,964千円

広告宣伝費 59,340 62,952

役員・従業員給与手当 925,211 955,700

賞与手当 167,491 167,165

法定福利費及び福利厚生費 215,149 234,249

賞与引当金繰入額 20,802 22,500

退職給付費用 52,333 41,781

減価償却費 88,500 104,569

支払賃借料 51,974 84,081
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

現金及び預金勘定 4,152,208千円 4,491,845千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △80,230 －

現金及び現金同等物 4,071,978 4,491,845

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 101,754 42.50  2018年３月31日  2018年６月29日 利益剰余金

 

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年11月９日

取締役会
普通株式 83,798 35.00  2018年９月30日  2018年12月５日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日　至　2019年12月31日）

配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月27日

定時株主総会
普通株式 119,710 50.00  2019年３月31日  2019年６月28日 利益剰余金

 

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年11月８日

取締役会
普通株式 88,585 37.00  2019年９月30日  2019年12月４日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年４月１日 至　2018年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 米国 オランダ 中国 タイ

売上高       

外部顧客への売上高 4,422,330 2,424,905 736,954 458,702 206,223 8,249,117

セグメント間の内部売上高又は振替高 2,188,085 70,499 14,635 4,006 － 2,277,227

計 6,610,416 2,495,405 751,589 462,709 206,223 10,526,344

セグメント利益 1,016,266 308,959 8,694 46,777 15,044 1,395,743

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 1,395,743

セグメント間取引消去 △18,315

棚卸資産の調整額 △25,104

四半期連結損益計算書の営業利益 1,352,323
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年４月１日 至　2019年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）

 報告セグメント
合計

 日本 米国 オランダ 中国 タイ

売上高       

外部顧客への売上高 4,234,883 2,460,174 742,738 400,756 206,277 8,044,830

セグメント間の内部売上高又は振替高 2,220,355 79,018 9,360 1,950 － 2,310,685

計 6,455,239 2,539,192 752,099 402,707 206,277 10,355,515

セグメント利益 581,534 294,419 39,349 31,212 5,468 951,983

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 951,983

セグメント間取引消去 10,924

棚卸資産の調整額 39,188

四半期連結損益計算書の営業利益 1,002,096
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（金融商品関係）

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。

 

（有価証券関係）

　前連結会計年度の末日に比べて著しい変動がないため、注記を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年４月１日
至　2019年12月31日）

１株当たり四半期純利益 420円54銭 325円00銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（千円）
1,006,868 778,125

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益（千円）
1,006,868 778,125

普通株式の期中平均株式数（千株） 2,394 2,394

 （注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

2019年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………88,585千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………37円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2019年12月４日

（注）　2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2020年２月10日

株式会社ヤマダコーポレーション

取締役会　御中

 

青南監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 大野木　猛　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 松本　次夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヤマダ
コーポレーションの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日
から2019年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財
務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ
シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヤマダコーポレーション及び連結子会社の2019年12月31日現
在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表
示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。
２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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